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１．序章 
 
1.1 調査の要旨 
土木学会地震工学委員会「熊本地震における建設技術者の応急対応に関する調査研究小委員会」は、

2018 年に土木学会地震工学委員会の下に設置された。本小委員会は、熊本大学くまもと水循環・減災研

究教育センターの協力の下、2016 年熊本地震の被災地域における自治体の建設系部署の職員と地域建

設業従事者の応急復旧期における対応を調査し、地域の災害対応力を最大限に発揮して早期復旧に当た

るための課題を整理し、具体的な施策を提案した。 
 
1.2 調査の背景と目的 
 地震などの突発災害によって大きな被害が発生した場合、地域の住民生活や企業活動への影響を最小

限に留めて復旧・復興を速やかに立ち上げるためには、電力・ガス・通信・鉄道・幹線道路・水防施設

などの基幹インフラの早期復旧と共に、域内の道路、水道、下水道、安全施設などの生活インフラの復

旧も重要である。しかし、小規模な自治体は、そもそも職員が少ない上に、人命救助と被災者養護を第

一優先に取り組む必要があるため、被災した生活インフラの早期復旧に必要な要員を当てることが難し

い。復旧工事の担い手となる地元の建設業事業者も平時の工事量減少と高齢化から体力が低下している。 
そのような中、最近は国の機関や官民諸団体の支援体制が整備され、生活インフラの復旧にも域外か

らの重厚な支援が提供されて迅速な復旧が実現されるようになってきた。しかし、今後発生が懸念され

る南海トラフ地震や大都市直下地震では被害の量と規模が膨大となり、域外から高密度な支援を得るこ

とが不可能となる。また陸上運輸が長期にわたり影響を受ける洪水災害や COVID-19 などの感染症災害

と複合する場合にも大規模受援が困難となる。 
したがって、外部からの支援体制が整備されてきたとしても、被災地の自力による応急復旧能力は欠

かせない。実際、被災の現場を見ると、被害を受けた地域の自治体職員は、強固な使命感のもと、不休

の態勢で生活インフラの応急復旧に取り組んでおり、町内や集落内の建設業従事者は住民や消防団と協

力して域内の道路啓開や安全対策などを自発的に行っている。 
重要な点は、自治体と建設業事業者が協力して地域の災害対応力を最大限に発揮する仕組みを整え、

それを実行できるように準備しておくことである。そのような視点から、土木学会 2010 年度重点研究

課題として土木学会地震工学委員会の有志が「建設従事者の災害緊急対応体験談の聞き取りとアーカイ

ブ化（研究代表者：後藤洋三）」1-1)を実施し 1993 年北海道南西沖地震から 2007 年新潟県中越沖地震ま

での 6 地震災害における緊急対応・応急復旧の事例を調査していたが、2016 年熊本地震災害が発生し

たことから、被災地域の自治体と建設業事業者の対応状況を改めて調査し、地域の災害対応力を最大限

に発揮するための課題とその改善のための仕組を検討して具体的な施策を提案することとした。 
 
1.3 調査の対象、体制、並びに調査方法 
 調査対象とした自治体は熊本市、益城町、嘉島町、西原村、南阿蘇村ならびに当該地域の県の施設を

管轄する熊本県の部局と、当該地域を主な営業域とする建設業事業者並びにその団体の支部である。 
 調査は土木学会地震工学委員会に置かれた「熊本地震における建設技術者の応急対応に関する調査研

究小委員会」が熊本大学くまもと水循環・減災研究教育センターの協力を受けて行った。そのメンバー

リストを巻末に示す。現地での調査は熊本在住の柿本竜治副委員長、山本幸委員と関東から出向いた後

藤洋三委員長、佐藤誠一幹事長、上林篤志、柳原純夫、山本一敏の各委員が行った。 
調査方法はヒアリングとアンケートによったほか、参考となる資料の提供を受けた。 
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1.4 結果の要約 
1.4.1 調査の実施状況 
 2018 年 9 月から 2020 年 6 月にかけて、 
・熊本市、益城町、嘉島町、西原村、南阿蘇村と熊本県本庁、上益城地域振興局、阿蘇地域振興局の建

設関連部署で震災対応に当った職員に計 10 回のヒアリングを行い、併せて各自治体の道路、河川、

上下水道の施設を管理する 24 組織にアンケートを行った。 
・当該地域で応急復旧業務に従事した建設業事業者・管工事会社の代表者 38 名にヒアリングを行い、

併せて熊本県建設業組合傘下の建設業事業者にアンケートを行った。 
・各自治体と熊本県建設業協会が出版している熊本地震への対応の記録あるいは検証報告書の内容を分

析した。 
・国土交通省九州地方整備局と日本建設業連合会九州支部に関連のヒアリングを行った。 
 
1.4.2 結果のまとめと提案 
 上記の調査結果を分析・統合し、以下の見解と提案を取りまとめた。 
(1) 多様な協力関係の構築による災害対応力の向上 

自治体は受援を想定される機関や団体との協力協定の締結あるいはその運用体制の見直しを進め、

突発災害発生時の協力要請と受援の手順を職員に周知し、それらの習熟を含む発災対応型訓練を行っ

ておく必要がある。震災により発生する業務を速やかに可能な限り住民、地元建設業事業者、建設コ

ンサルタンツ等へ委託・依嘱すべきであり、そのため日常的に協力関係を築いておくことが重要であ

る。 
(2) 自治体と地元建設業事業者等との災害時協力協定の在り方 

協力協定の有効性は高く評価されている。さらなる協力関係改善の方向性として、建設業事業者の

自主判断に基づく初動対応の在り方、災害応急復旧工事中の事故の補償の在り方、応急復旧作業にか

かる費用清算の迅速化、維持管理契約と災害時協力協定に基づく災害出動の区分の明確化、などがあ

げられる。 
(3) 自治体と地元建設業事業者の連携形態と災害対応力の効果的運用の課題 

自治体から建設業事業者に出動要請を出す方法として、 
① 自治体担当者が直接個別建設業事業者に要請を出す 
② 自治体の担当者が建設業事業者の団体の窓口に要請を出す 
③ 自治体の災害対策本部に建設業事業者の団体の代表者が常駐し、その場で要請を受ける 
の 3 形態が行われており、②と③が地域の災害対応力を効果的に運用できるが、そのためには日常の

信頼関係と地元建設業の規模拡大の施策が必要である。 
(4) 応急復旧現場への兵站の重要性 
  地元建設業事業者の社員、作業員は被災者でもあるため応急復旧の現場に食料などの支援物資を提

供する必要があり、発災直後から官民の連携により適切な兵站を維持する必要がある。 
(5) 災害情報共有システム活用の課題 
  有効に活用するためには災害時だけでなく日常業務にも適用して使い慣れておく必要がある。 
(6) 受援のためのオープンスペースの構築と地元建設業の役割 
  大きな災害が発生すると来援部隊が使用するオープンスペースを速やかに用意する必要がある。地

元建設業が貢献できる分野であり、その役割のひとつとして検討すべきである。 
(7) 自治体の管理施設の資料の整備と電子化 
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  自治体はその管理する施設の設計図書、完工図、補修履歴などの図書を電子化し、速やかに閲覧、

大判印刷できるようにしておくべきである。日常の管理業務の効率化に必要なだけでなく、効果的な

応援を速やかに受けるために必須である。 
(8) 応急危険度判定の課題と解決の方向性 

自治体は住居と宅地の応急危険度判定を発災直後の重要業務と位置付けて実施すべきである。その

ための準備として、判定士の派遣に関する協定を関係機関・団体と締結するとともに、自らも判定士

の養成を行う必要がある。 
(9) 罹災証明発給における情報システム利用の課題 
  被災度調査結果の登録と罹災証明の発給に情報システムの活用は、自治体業務の IT 化・統合型 GIS
利用促進の一つとしてとらえ、庁内の日常業務システムの中にそのシステムを連携させて取り入れて

おくべきである。 
(10) ハザードマップと業務継続計画における想定地震について 
  ハザードマップと業務継続計画には活断層についての最新の知見を取り入れるべきである。政府の

地震調査研究推進本部地震調査委員会は布田川断層帯の宇土区間で M7.0 の地震が起きる可能性があ

り熊本市南部と宇土市、嘉島町の一部は震度７になるとの予想を発表している。発生確率は不明とし

ているが、可能性がないとか確率が極めて低いとしているわけではない。 
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